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陸前高田市体育交流施設指定管理業務仕様書

本書は、「陸前高田市体育交流施設指定管理者募集要項」（以下「募集要項」という。）と一

体のものであり、指定管理者を募集するにあたり、陸前高田市が指定管理者に要求する指定

管理業務の内容及びその範囲並びに業務水準等を示すことを目的とするものである。

同施設の指定管理者は、関係法令等のほか、募集要項及びこの仕様書に示す事項を遵守し

なければならない。

１ 基本的事項

⑴ 指定管理者は、陸前高田市体育交流施設条例及び同規則並びに本仕様書に基づき、「市

民の心身の健全な発達と交流の促進に資する」という設置目的に沿って地域の連携や市

民の交流を図り、施設の効用を最大限に発揮することで使用者が満足できる適正な管理

運営を行うこと。

⑵ 公の施設であることに鑑み、特定の個人や団体等に有利あるいは不利になることがな

いよう、公平な管理運営に努めること。

⑶ 市が進めるノーマライゼーションという言葉のいらないまちづくりアクションプラン

に配慮した管理運営を図ること。

⑷ 地域住民や施設使用者の意見等を管理運営に反映させ、サービスの質の向上と施設の

利用促進を図ること。

⑸ 多くの市民がスポーツに親しむことができる取り組みなど、柔軟な発想と運営により、

各種スポーツ教室、大会の開催や合宿誘致等を行うこと。

⑹ 災害時は、市等の関係機関の指示に従うとともに、情報収集に努め、使用者の安全確

保、速やかな避難誘導等に万全を期すこと。

⑺ 効率的な管理運営によって経費の削減に努めること。併せて、ごみの減量や省エネル

ギー等、環境に配慮した管理運営を行うこと。

⑻ 陸前高田市個人情報保護条例（平成１９年条例第１２号）を遵守し、業務に関連して

取得した個人情報の保護を徹底すること。

⑼ 公の団体等が主催する大会等は、優先的にその使用について配慮するものとする。ま

た、必要に応じ利用調整会議を行うものとする。

⑽ 市と密接に連携を図りながら管理運営業務を行うこととし、陸前高田市体育交流施設

の管理運営に関して疑義等が生じたときは、市と協議すること。

２ 施設管理等に伴う人員の確保及び資格等

⑴ 指定管理者は、陸前高田市体育交流施設の管理運営及び利用促進の取り組みが円滑か

つ効率的に行われるよう、労働基準法等を遵守し、必要な人員を適切に配置することと

する。なお、総合交流センター及びＢ＆Ｇ海洋センターに所長を置くこと。

⑵ 管理運営等に必要な資格保有者等を、次のとおり配置すること。

ア 施設の管理運営業務を行う責任者 １名

イ 危険物取扱者（乙種４類） １名
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ウ 防火管理者（甲種防火管理講習課程修了者） ３名

（陸前高田市総合交流センター、陸前高田市スポーツドーム及び高田松原運動公園に

１名ずつ配置すること）

エ センター・インストラクター（Ｂ＆Ｇ財団認定の養成研修終了者） １名以上

オ プール衛生管理者講習会の講習修了者 １名

⑶ ⑵に記載の資格者等のほか、必要な資格者や事務職員を適切に配置すること。

⑷ 各種業務における責任体制を確立すること。

⑸ 職員の資質を高めるため、研修を実施するとともに施設の管理運営に必要な知識と技

術の習得に努めること。

３ 指定管理者が行う業務内容

指定管理者は、陸前高田市体育交流施設条例に規定する業務、その他この仕様書に定め

る業務を実施するものとする。

⑴ 指定管理者と市の主な業務分担

業務分担は、次の「業務分担表」によるものとする。

【業務分担表】

項 目 指定管理者 市

施設等の利用調整、受付 ◎

施設等の運営（施設の使用の許可、利用料金の

徴収等）
◎

施設等の維持管理
清掃業務 ◎

光熱水費等 ◎

設備機器等の維持管理

（法定点検及び保守点検等を含まない）
◎ ○

施設内の物品管理 ◎

施設の利用促進（スポーツ教室、大会等の開催

誘致、合宿利用）
◎ ○

危機管理対応（待機連絡体制、被害調査、報告、

応急措置・救護）
◎ ○

保安警備 ◎

植栽管理 ◎

廃棄物処理 ◎

施設の災害復旧（本格復旧） ◎

小破修繕等 ◎（市と協議） ◎

苦情対応 ◎

保険加入

◎

（自主事業実

施に係る賠償保険

◎

（設置者たる市と

しての賠償保障保
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◎主たる業務を実施 ○一定の範囲で業務を実施

⑵ 施設等の運営に関する業務

ア 施設及び設備の使用許可等に関する業務

(ｱ) 年間利用調整及び年間使用者数の管理

(ｲ) 予約の受付

(ｳ) 使用許可申請書の受理、使用許可書の発行等

イ 利用料金の設定及び収受に関する業務

(ｱ) 利用料金の設定、使用者への周知

(ｲ) 利用料金の徴収・還付・免除の決定等

(ｳ) 減免手続受付事務

ウ 施設の使用等に関する窓口相談に関する業務

(ｱ) 窓口対応、施設内の案内

(ｲ) 各種問い合わせへの対応

(ｳ) 要望や苦情、トラブル等への対応

(ｴ) 施設使用者への対応等（助言、指導、案内）

エ スポーツ競技備品の管理及び貸出業務

(ｱ) ニュースポーツ等備品の管理及び貸出

(ｲ) その他市が主催、共催及び後援等を行う各種イベント及びこれに類するものへ

の管理物品等の貸出

オ 事件・事故に関する業務

(ｱ) 施設内巡回の適時実施、不審者への適切な対応

(ｲ) 使用者の金品の盗難、紛争等への対応

(ｳ) 傷病人等発生時における救急車等要請の適切な処置

(ｴ) 事件・事故に関する市への報告

カ その他施設の運営に関する業務

(ｱ) 施設管理運営に伴う経費（人件費、消耗品、物品等）の支払い

(ｲ) 検査機器、作業機器、薬品等の適正管理

(ｳ) 施設予約システムの運用管理

(ｴ) 個人情報の保護の体制をとり、職員に周知徹底を図ること。

(ｵ) 鍵等の管理には十分気を配り、紛失のないよう注意すること。

(ｶ) 使用者からの意見及び要望等があった場合は、必要に応じて改善策を講ずるこ

と。

(ｷ) Ｂ＆Ｇ財団地域海洋センター岩手県連絡協議会に関すること。

等） 険、陸前高田市体

育交流施設の各施

設が対象の建物総

合損害共済保険）

包括的管理責任（大規模修繕、改築等も含む、

管理上の瑕疵を除く）
◎
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(ｸ) Ｂ＆Ｇ財団地域海洋センター東北ブロック連絡協議会に関すること。

(ｹ) その他体育交流施設運営に必要な業務

⑶ 施設等の維持管理に関する業務

ア 清掃業務

(ｱ) 指定管理者において「日常清掃作業基準」を作成し、使用状況に応じて実施時間

や場所を考慮して、全日清掃業務を行うこと

(ｲ) トイレなど頻繁に汚れる箇所については適宜確認し、汚れているときは直ちに清

掃すること。特に汚れがひどい場所は、優先的に行うこと。

(ｳ) 駐車場その他敷地の雑草除去（植栽管理を含む）は、毎年５月から１０月まで

の間に、２回程度行い、良好な美観の維持に努めること。

イ 警備業務

(ｱ) 営業時間内は、施設内を適宜巡回し、不審酢や及び不審物の発見及び侵入防止、

異常の有無の確認及び各所の火災予防点検等を実施すること

(ｲ) 営業時間外は、機械警備を基本として、必要に応じ巡回警備を行うとともに、異

常の発生に際して速やかに対応できるよう体制を整えること。

ウ 修繕費用の負担

指定管理者が負担する修繕費用は、原則として１件につき４００千円以下のもので

年間１,５００千円までとし、超過した場合は、市の予算の範囲以内で市が負担する。

ただし、指定管理者が適切な維持管理を怠ったことにより生じた場合は、指定管理者

の負担とする。

また、施設設備の修繕を指定管理者が行うときは、市長の承認を受けてから実施し

なければならない。

エ 高田松原運動公園芝管理業務

第一野球場の西洋芝、第二野球場及び第二サッカー場の野芝、第一サッカー場の人

工芝、その他施設内の芝について、適切な施肥、刈込、薬剤散布及びその他必要な処

置を行い、良質な芝の維持に努めること。

オ その他施設管理に関する業務

(ｱ) 館内の見回りを開館前及び閉館後に全日行い、施設の破損及び汚損又は設備機器、

建築設備等に不具合が生じた際は、速やかに施設管理責任者に報告し、状況に応じ

使用中止などの処置を行うこと。

(ｲ) 照明器具、注入薬品等消耗品の在庫管理と補充を行うこと。

(ｳ) 駐車場その他敷地の清掃、除雪等を適宜行うこと。

(ｴ) 陸前高田市Ｂ＆Ｇ海洋センターにおける監視員の配置及び必要な維持管理を行う

こと。

(ｵ) 事業活動において排出された産業廃棄物については、適正な処理を行うこと。

(ｶ) その他法令に基づき検査・点検が必要なものは、実施及び適切な管理を行うこと。

⑷ 設備機器等の維持管理に関する業務

体育交流施設利用者が安心安全かつ快適に施設を利用できるよう、設備機器、器具等

の状態について適宜巡視点検を行い良質な施設維持管理を行うこと。
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⑸ 施設内の物品管理に関する業務

ア 市所有物品の貸与

指定管理者は、別紙１に示す管理物品について適切に管理すること。

イ 市所有物品の使用条件

指定管理者は、管理物品について次に掲げる事項を行ってはならない。ただし、事

前の協議により市の承認を受けた場合を除く。

(ｱ) 他の用途に使用すること。

(ｲ) 加工・改造を行うこと。

(ｳ) 第三者に貸与又は譲渡すること。

ウ 物品の修繕

管理物品に係る修繕については市と協議する。なお、指定管理者が調達した物品の

修繕は、指定管理者の費用負担により実施するものとする。

エ 物品の更新及び新規調達

(ｱ) 管理物品が破損、損壊、劣化により使用に耐えなくなった場合は、予算の範囲内

で市が更新を行う。ただし、指定管理者が自ら費用を負担して更新し、本業務に使

用することを妨げない。

(ｲ) 施設の管理運営のため新規に物品を調達する必要がある場合は、予算の範囲内で

市が調達する。ただし、市が調達の必要がないと判断した物品について、指定管理

者が自ら調達し本業務に使用することを妨げない。

(ｳ ) 指定管理者が自ら費用を負担し物品の更新若しくは新規調達を行うときは、あら

かじめ市と協議しなければならない。

オ 備品管理台帳の作成・保存

指定管理者は、備品管理台帳を作成し、管理物品及び指定管理者が調達した物品の

管理を行うこと。備品管理台帳には、当該物品の品名、配置場所、購入（配置）年月

日、仕様、修繕等履歴等の物品管理に必要な事項を記載すること。

カ 物品の帰属

本施設で管理運営業務に用いる物品のうち、管理物品は市に帰属し、指定管理者が

調達及び更新した物品は指定管理者に帰属する。

キ 有益費請求権の放棄

指定管理者は、自らが投じた有益費について、市への請求権を放棄するものとする。

⑹ 施設の利用促進に関する業務

ア 指定管理者は、陸前高田市体育交流施設設置の趣旨を踏まえ、市民の健康づくりや

スポーツによる交流を推進するため、自主事業による各種スポーツ教室、大会の開催

や合宿誘致等を積極的に行うこと。

イ 自主事業実施の経費の一部として、入場料や参加料等を徴収することを認める。

ウ 自主事業は、指定管理料とは経理を別にし、指定管理者の責任において実施するこ

と。

エ 自主事業を実施する場合は、事前に計画書を市に提出し承認を受けることとする。

オ 自主事業実施後は、任意の様式において実施報告書を市に提出すること。
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カ 市において開催するスポーツ事業においては、協議のうえ、協力に努めること。

⑺ 危機管理対応に関する業務

ア 自然災害、人為災害、事故等あらゆる緊急事態、非常事態、不測の事態には、遅滞

なく適切な措置を講じたうえ、市をはじめ関係機関に通報するものとする。

イ 予防対策

災害緊急時対策及び防犯防災体制について、対応マニュアルを作成し、職員に指導

を行うとともに、防火管理者を配置し消防法令及び各施設の消防計画等に基づき訓練

を実施するものとする。

ウ 災害時における施設の役割

天災等の緊急時発生時において、指定管理者の判断により施設を閉鎖し、使用者の

安全誘導を行うものとする。また、陸前高田市地域防災計画における施設の位置付

けを考慮し、避難者等を受け入れるとともに運営についても柔軟に対応すること。

⑻ 保険加入に関する業務について

ア 市は、「市民総合賠償補償保険（全国市長会）」に加入しており、この保険は指定管

理者にも適用される。指定管理者として、市民総合賠償補償保険以外の補償を確保す

る必要があると判断するときは、別途、自らの負担で保険に加入することとする。自

主事業の実施にあたっては、指定管理者の負担で適切な保険に加入すること。

イ 市は「建物総合損害共済保険」にも加入しており、陸前高田市体育交流施設の各施

設も適用される。

４ 施設の運営及び業務に係る経費等

⑴ 指定管理料について

ア 市は、毎年度の予算の範囲内において、指定管理者に指定管理料を支払います。

指定管理料の額は、年額９９，７２４千円、とし、指定管理者から申請時に提出され

た事業計画書及び収支計算書を基に、指定管理者と市が協議の上、毎年度当初に締結

する「年度協定書」で定める。

なお、指定管理料の支払期日及び支払額についても、指定管理者と市が協議の上、

「年度協定書」で定める。

⑵ 指定管理料の算定

ア 指定管理料の算定は、原則として申請時に提出された収支計算書を基に、施設管理

に要する経費（自主事業に係る経費を除く。）から利用料金等の年間収入見込額を差

し引いた額を基準に、指定管理者と市の協議により決定する。

イ 市から指定管理者に支払う指定管理料は、年度協定締結時に想定されなかった特別

な事情が発生した場合を除き変更しません。なお、特別な事情に収入見込額の減額は

含まない。

ウ 収支計算書の計算に使用する消費税及び地方消費税の合計税率は１０％とする。な

お、消費税及び地方消費税の税率が改正された場合には、提出された収支計算書を再

算定し、指定管理料を協議により決定する。

⑶ 利用料金について
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ア 当該施設は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づく「利用料金制」をと

る。利用料金は、指定管理者の収入として収受する。

イ 利用料金は、条例に定める使用料の額を上限として、指定管理者が市長の承認を得

て定める。利用料金の設定にあたっては、利用率の向上、サービスの向上に配慮しな

ければならない。

⑷ 利用料金の免除

利用料金は、条例等に定める基準に基づき免除の取扱いをすることができる。ただし、

免除に伴う利用料金の減収分は、市から補填しない。

⑸ 自主事業収入について

指定管理者が、自らの提案により行うことができる事業は、下記のとおりとする。

ア 利用料金収入

イ 物販事業収入（自動販売機等）

ウ スポーツ教室等事業収入

エ その他目的外使用に伴う収入（公衆電話等）

⑹ 維持管理運営費用について

指定管理者が行わなければならない維持管理・運営管理に伴う、指定管理者の人件費、

施設の修繕費、指定管理者が整備しなければならない備品費、保険料、警備業務や清掃

業務を外部委託した場合の委託料、及びその他経費等が含まれます。

⑺ 自主事業に係る費用について

自主事業に伴う、喫茶などの飲食事業を行う際や自動販売機などを設置する際に陸前

高田市に支払う目的外使用料等が含まれます。

⑻ 指定管理料の収入と支出

収入 施設の運営に関

して指定管理者

が行わなければ

ならない業務

⑴ 指定管理料 ア 指定管理料

⑵ 施設運営収入 ア 利用料金収入

イ 広告料金収入

自主事業として

行うことの可能

な業務

⑶ 自主事業収入 ア 利用料金収入

イ 物販事業収入（自動販売機等）

ウ スポーツ教室等事業収入

エ その他目的外使用に伴う収入（公衆電話等）

支出 施設の運営に関

して指定管理者

が行わなければ

ならない業務

⑷ 維持管理運営

費用

ア 人件費

イ 修繕費

ウ 備品費

エ 保険料

オ 委託費（夜間警備業務、清掃業務を外部委託

した場合）

カ 公租公課

キ その他経費等

自主事業として ⑸ 自主事業に係 ア スポーツ教室等事業費
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※利用料金収入については、全額指定管理者の収入となります。

ただし、陸前高田市体育交流施設条例第１０条別表第１の加算使用料及び別表第４中の

夜間照明設備（第一野球場、第一サッカー場）の利用料金については、市の収入とします。

５ 行政財産の目的外使用許可

敷地、建物内での次のような使用は、行政財産の目的外使用となるので、指定管理者か

ら市に申請し許可を受け、指定管理者が市へ行政財産目的外使用料を支払うこと。

なお、行政財産の目的外使用により、指定管理者が行う業務に支障がある場合は、占用

者に対し占用料を請求することを妨げないが、市へ支払った行政財産目的外使用料等を参

考に適切な根拠に基づき算出した金額とすること。

⑴ 自動販売機等の設置

⑵ 指定管理者以外による展示会、物品販売、募金その他これらに類する行為

⑶ その他体育交流施設の設置目的外の行為及びそれに類する行為

６ 個人情報の管理

⑴ 個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な

措置をとること。

⑵ 個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないこと。

７ 原状回復義務

指定管理者は、施設又は設備の変更をしようとするときは、あらかじめ市と協議をする

こと。

また、当該指定管理者の指定の期間が満了したとき又は指定を取り消されたときは、市

の指示するところにより、その管理を行わなくなった施設又は設備を原状に回復しなけれ

ばならない。

８ 業務報告

⑴ 記録簿等の作成及び保存

ア 指定管理者は、指定管理業務開始日から指定管理業務終了日まで、管理運営及び経

理状況に関する帳簿・記録簿等を常に整理しなければならない。

なお、指定管理業務に係る事業年度（会計年度）は４月１日に始まり３月３１日に

終了する。

イ 指定管理者は、アの帳簿類を指定管理業務の終了後５年間保存し、市から請求があ

った際は速やかに提示しなければならない。

⑵ 報告業務

ア 事業計画書及び収支計画書

指定管理者は、次年度に係る事業計画及び収支計画を毎年作成し、１０月末日まで

行うことの可能

な業務

る経費 イ 目的外使用料（物販、自動販売機等）

ウ その他経費 等
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に次年度各計画書を市に提出しなければならない。

イ 事業報告書及び収支決算書等

指定管理者は、次に掲げる事項を記載した事業報告書及び収支報告書等を作成し、

年度終了後速やかに市へ提出しなければならない。

(ｱ) 指定施設の管理業務の実施状況及び使用状況

(ｲ) 指定管理業務に係る収支状況

(ｳ) その他協定書で定める事項

ウ 定期報告

(ｱ) 指定管理者は、管理運営月報を作成し、市の求めに応じて閲覧させ、又は写しの

提出をしなければならない。

９ 市内企業への発注協力

市内地域経済の活性化を図るため、小規模修繕や物品調達等の当たっては、市内企業へ

の発注を優先的に行うよう配慮すること。

10 市と指定管理者とのリスク分担

施設の管理運営に必要な経費等のリスク分担は、下表のとおりとする。

段階 リスクの種類 リスクの内容
負担者

指定管理者 市

共通

法令等の変更
指定管理者が行う管理運営業

務に及ぼす法令等の変更
協議事項

不可抗力
自然災害等による業務の変更、

中止又は延期
協議事項

運営段階

運営費の膨張
市以外の要因による運営費の

膨張
○

物価変動 物価変動による経費の膨張 協議事項

施設・設備の損傷

管理上の瑕疵による施設・設備

の損傷
○

上記以外による施設・設備の損

傷
協議事項

債務不履行

施設設置者（市）の協定内容の

不履行
○

指定管理者による業務及び協

定内容の不履行
○

損害賠償

（※２）

管理上の瑕疵による事故及び

これに伴う使用者への損害
○

施設・設備の不備による事故及

びこれに伴う使用者への損害
協議事項
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※１ 上表に定める事項で疑義がある場合又は上表に定めのないものについては、市と

指定管理者が協議のうえ決定する。

※２ 損害賠償に係る保険対応は、業務仕様書「３⑻ 保険加入に関する業務について」

についても参照のこと。

11 その他

⑴ 引継ぎについて

指定管理者の交代で引継ぎ業務を行う場合には、指定管理者は指定期間満了の日まで

に、必要な事項を記載した業務引継ぎ等を作成し、新たな指定管理者との間で、速やか

に業務引継ぎを行うこと。また、新旧指定管理者は、業務引継ぎの完了を示す書面を取

り交わし、その写しを市に提出すること。なお、業務引継ぎに要した費用は、全て指定

管理者として選定された団体の負担とする。

⑵ 市と連携を図りながら管理運営業務を行うこととし、この仕様書に規定するもののほ

か、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生じた場合や定めない事項につい

ては、市と協議し決定するものとする。

運営リスク

管理上の瑕疵による臨時休館

等に伴う運営リスク
○

施設・設備の不備や火災等の事

故による臨時休館等に伴う運

営リスク

協議事項


